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当社のオーストラリア子会社である Sanoyas Rides Australia Pty Ltd（以下 SRA）は、平成 26 年１

月 31 日開催の取締役会において、以下のとおり、現地で大観覧車（「メルボルン・スター」）の運営を

委託していた Southern Star Management Group Pty Ltd（以下 SSMG）の下でスタッフを雇用・管理

してきたMelbourne Star Staff Pty Ltd（以下MSS）の株式を取得し子会社化すること、および同社が

大観覧車事業運営に係る事業資産を上記 SSMG から譲り受けることについて決議いたしましたので、

お知らせいたします。 

 

１． 大観覧車事業に係る人材管理会社株式の取得および運営会社の事業資産譲受の理由 

メルボルンの大観覧車事業につきましては既にお知らせしているとおり、SRA にて「メルボル

ン・スター」大観覧車の施設を買い取り、昨年末より営業運転を開始しておりますが、今般、大観

覧車運営スタッフを雇用・管理する MSSの株式を SRAが取得するとともに、当該MSSが同事業

の運営を受託している SSMGの事業資産を買い取ることといたしました。 

これは、大観覧車事業の運営体制につき従来外部に委託していたものを整理・再編し、新たに施

設保有から運営まで一貫した体制として同事業を効率的かつ円滑に推進することを狙いとするも

のであります。 

 

２．株式を取得する子会社（SRA）の概要 

（１） 名 称 Sanoyas Rides Australia Pty Ltd 

（２） 所 在 地 Level 4, 147 Collins Street, Melbourne 

（３） 代表者の役職・氏名 Director  Graeme Manie 

（４） 事 業 内 容 Melbourne Star Observation Wheelおよび付随施設の所有・運営 



３． SRAの子会社となる会社の概要 

（MSS：取得後名称変更 Melbourne Star Management Pty Ltd(MSM)） 

（１） 名 称 
Melbourne Star Staff Pty Ltd 

(取得後名称変更 Melbourne Star Management Pty Ltd) 

（２） 所 在 地 Level 5, 3321 Central Place, Carrara, Queensland 

（３） 代表者の役職・氏名 CEO   Chris Kelly  

（４） 事 業 内 容 
大観覧車事業運営に係る人材雇用・管理 

（取得後の事業内容：大観覧車事業の運営受託） 

 

４． 事業譲受の概要 

（１）譲受部門の内容 

大観覧車（「メルボルン・スター」“MSOW”）に係る事業運営部門 

（２）譲受部門の売上高 

本件大観覧車の開業とともに事業運営開始のため、該当する売上高は未確定です。 

 

５． 事業譲受相手先の概要 

（１） 名 称 Southern Star Management Group Pty Ltd 

（２） 所 在 地 Level 5, 3321 Central Place, Carrara, Queensland 

（３） 代表者の役職・氏名 Director   Fred Maybury 

（４） 事 業 内 容 大観覧車事業の運営受託 

 

６． 日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 26 年１月 31 日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 26 年１月 31 日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 26 年１月 31 日 

（４） 事 業 譲 渡 実 行 日 平成 26 年１月 31 日 

 

７． 今後の見通し 

本件による当期連結業績への影響につきましては軽微と考えられますが、必要となる場合には適

切に開示いたします。 

以 上 

 

 


